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FUNDINNO、SkyDriveへのりそなアセットマネジメントによる出資を支援 
〜 機関投資家とスタートアップのマッチング・FA機能を大幅強化 〜

 
 
　株式会社FUNDINNO（本社：東京都港区、代表：柴原 祐喜／大浦 学、第一種金融商品取引
業者　関東財務局長（金商）第2957号、以下、「当社」）は、コンパクトな「空飛ぶクルマ」（※1）の
開発・製造・販売を行う株式会社SkyDrive（本社：愛知県豊田市、代表取締役CEO 福澤知浩、
以下「SkyDrive」）による、りそなアセットマネジメント株式会社（本社：東京都江東区、代表取締
役社長 西山明宏 、以下「りそなアセットマネジメント」）を引受先として実施した第三者割当増資
による資金調達の支援を行いましたことをお知らせいたします。 
 
　当社はこれまで、国内初の株式投資型クラウドファンディング「FUNDINNO」や未上場株式管
理プラットフォーム「FUNDOOR」を通じて、スタートアップの成長支援を行ってまいりました。今回
の取り組みをはじめ、現在、機関投資家とスタートアップのマッチング・FA支援体制を強化中であ
り、未上場企業の資金調達環境の多様化と成長加速に貢献してまいります。 
 

 
 
 

 
※1  空飛ぶクルマとは：電動化、自動化といった航空技術や垂直離着陸などの運航形態によって実現される、利用しやすく持続可
能な次世代の空の移動手段です。諸外国では、Advanced Air Mobility（AAM）や Urban Air Mobility（UAM）と呼ばれています。 
 
■連携の背景について 
　当社は、「フェアに挑戦できる、未来を創る。」をビジョンに掲げる、未上場企業向けの証券会社

です。成長企業の経営・財務を包括的にサポートするため、多様な資金調達支援やM&A、さらに
は経営管理を効率化するSaaSの提供まで、一気通貫したプラットフォームを構築してまいりまし
た。また、未上場株式の流動性ニーズにも応えるなど、挑戦する企業と投資家を繋ぐ新たな市場

インフラの確立を目指しています。 
 
　日本のスタートアップエコシステムにおいては、ディープテックをはじめとする成長企業が大型

の資金調達を行う際、従来のベンチャーキャピタルだけでなく、大手機関投資家やアセットマネジ

メント会社との接点・マッチング機能の充実が強く求められています。 
 
　当社は、個人投資家が未上場企業に投資できる「株式投資型クラウドファンディング」や、株主

管理・株主交渉を効率化するSaaS「FUNDOOR」を提供し、数多くの未上場企業の成長を初期
段階から支えてまいりました。 
 
　今回、日本を代表するディープテック企業であるSkyDrive様に対する、りそなアセットマネジメン
トによる出資において、当社がFAとして仲介・支援を行いました。 
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　当社は、これまで培った知見と独自のネットワークを活用し、機関投資家とスタートアップを直

接結びつけるマッチング業務を一層強化いたします。シード期からプレIPOまで、一気通貫で未
上場企業を支える総合スタートアップ金融プラットフォームとしてのポジションを確立してまいりま

す。 
 
 
■ 株式会社FUNDINNOについて 
当社のプラットフォームは、未上場株式市場へ個人がアクセスできる仕組みを実装し、次世代産

業の成長に不可欠なリスクマネー供給の拡大に取り組んでいます。 
 

 
 
＜株式会社FUNDINNO＞ 
 
所在地：東京都港区芝五丁目29番11号 
代表取締役：柴原 祐喜／大浦 学 
設　立：2015年11月26日 
第一種金融商品取引業者　関東財務局長 (金商) 第2957号 
加入協会：日本証券業協会 
U R L ：https://corp.fundinno.com 
提供サービスについて 
プライマリー領域：​ FUNDINNO、FUNDINNO PLUS+ 
グロース領域：​FUNDOOR、FUNDINNO GROWTH 
セカンダリー領域：​ FUNDINNO MARKET、FUNDINNO MARKET PLUS+ 
 
＜手数料等及びリスク情報について＞ 
当社のサービスにおける取扱商品の手数料及びリスク等は、当社のホームページで表示してお

ります「重要事項説明書（ https://fundinno.com/disclosure ）」の内容と、プロジェクト毎の契約締
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結前交付書面の内容をご確認ください。投資にあたっては、お客様ご自身でご判断いただきます

ようお願いいたします。 
 
ご注意：本報道発表文は、当社のサービスや実績を一般に公表するための文書であり、投資勧

誘を目的として作成されたものではありません。 
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